
（単位：円）

1

下 水 道 使 用 料 731,056,130 

雨 水 処 理 負 担 金 1,152,162,033 

そ の 他 営 業 収 益 392,500 1,883,610,663 

2

雨 水 管 理 費 7,664,258 

雨 水 管 渠 費 86,480,281 

雨 水 ポ ン プ 施 設 費 119,706,837 
雨 水 流 出 抑 制 施 設
整 備 事 業 費 111,000 
仙 台 市 雨 水 排 水 施 設
維 持 管 理 負 担 金 22,872,642 

汚 水 管 理 費 19,892,798 

汚 水 管 渠 費 35,170,018 

汚 水 ポ ン プ 施 設 費 8,403,751 
流 域 下 水 道 等
維 持 管 理 負 担 金 279,178,668 

水 質 規 制 費 9,314,719 

業 務 費 65,886,082 

総 係 費 95,548,420 

減 価 償 却 費 1,855,880,573 

資 産 減 耗 費 92,195 2,606,202,242 

722,591,579 

3

受取利息及び配当金 726,609 

土 地 物 件 収 益 5,621,821 

他 会 計 補 助 金 17,785,044 

国 庫 補 助 金 27,758,500 

長 期 前 受 金 戻 入 1,106,324,735 

雑 収 益 3,635,044 1,161,851,753 

4

支 払 利 息 114,175,377 

雑 支 出 927,275 115,102,652 1,046,749,101 

324,157,522 

5

過 年 度 損 益 修 正 益 0 

そ の 他 特 別 利 益 0 0 

6

過 年 度 損 益 修 正 損 34,903 

そ の 他 特 別 損 失 0 34,903 △ 34,903 

324,122,619 

0 

252,932,941 

577,055,560 当年度未処分利益剰余金

特 別 損 失

(1)

(2)

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

(1)

(2)

経 常 利 益

特 別 利 益

(1)

(2)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

営 業 外 費 用

(12)

(13)

(14)

営 業 損 失

営 業 外 収 益

(1)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

(11)

営 業 費 用

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

１　 令和７年度多賀城市下水道事業損益計算書〔消費税等抜き〕
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

営 業 収 益

(1)

(2)

(3)



２　令和７年度多賀城市下水道事業剰余金計算書〔消費税等抜き〕

　（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
（単位：円）

資　本　剰　余 　金

受 贈 財 産
評 価 額
（ 土 地 分 ）

負 担 金

（ 土 地 分 ）

国庫補助金

（ 土 地 分 ）

その他資本
剰 余 金
（ 土 地 分 ）

資本剰余金
合 計

減 債
積 立 金

建 設 改 良
積 立 金

未処分利益
剰 余 金

利益剰余金
合 計

前年度末残高 1,936,967,102 485,185,549 444,998,417 0 0 601,113,447 367,120,826 968,234,273 0 0 409,999,636 409,999,636 4,245,384,977

前年度処分額 0 157,066,695 0 0 0 0 0 0 252,932,941 0 △ 409,999,636 △ 157,066,695 0

議会の議決による処分額 0 157,066,695 0 0 0 0 0 0 252,932,941 0 △ 409,999,636 △ 157,066,695 0

減債積立金の積立 0 0 0 0 0 0 0 0 9,162,941 0 △ 9,162,941 0 0

減債積立金の積立（予定処分） 0 0 0 0 0 0 0 0 243,770,000 0 △ 243,770,000 0 0

建設改良積立金の積立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

組入資本金への組入れ 0 157,066,695 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 157,066,695 △ 157,066,695 0

（繰越利益剰余金）

1,936,967,102 642,252,244 444,998,417 0 0 601,113,447 367,120,826 968,234,273 252,932,941 0 0 252,932,941 4,245,384,977

当年度変動額 0 0 32,494,888 0 0 0 13,977,708 13,977,708 △ 252,932,941 0 577,055,560 324,122,619 370,595,215

減債積立金の取崩し 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 252,932,941 0 252,932,941 0 0

建設改良積立金の取崩し 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他会計補助金の受入 0 0 0 0 0 0 13,977,708 13,977,708 0 0 0 0 13,977,708

他会計出資金の受入 0 0 32,494,888 0 0 0 0 0 0 0 0 0 32,494,888

受贈財産の受入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当年度純利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 324,122,619 324,122,619 324,122,619

（当年度未処分
利益剰余金）

当年度末残高 1,936,967,102 642,252,244 477,493,305 0 0 601,113,447 381,098,534 982,211,981 0 0 577,055,560 577,055,560 4,615,980,192

３　令和７年度多賀城市下水道事業剰余金処分計算書（案）

（単位：円）

資本剰余金

固有資本金 組入資本金 繰入資本金 資本剰余金合計

当年度末残高 1,936,967,102 642,252,244 477,493,305 982,211,981 577,055,560

議会の議決による処分額 0 252,932,941 0 0 △ 577,055,560

減債積立金の積立 0 0 0 0 △ 29,079,619

減債積立金の積立（予定処分） 0 0 0 0 △ 295,043,000

建設改良積立金の積立 0 0 0 0 0

組入資本金への組入れ 0 252,932,941 0 0 △ 252,932,941

（繰越利益剰余金）

処分後残高 1,936,967,102 895,185,185 477,493,305 982,211,981 0

　

資本金

未処分利益
剰余金

組入資本金

資本金 剰余金

資本合計
固有資本金 繰入資本金

利　益　剰　余　金

処分後残高



（単位：円）

1

イ 土 地 1,437,722,864 

ロ 建 物 928,457,256 

減 価 償 却 累 計 額 △ 170,030,573 758,426,683 

ハ 構 築 物 47,103,229,153 

減 価 償 却 累 計 額 △ 8,476,486,131 38,626,743,022 

ニ 機 械 及 び 装 置 5,566,950,833 

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,033,543,141 3,533,407,692 

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 0 

減 価 償 却 累 計 額 0 0 

へ 工具器具及び備品 1,574,263 

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,109,237 465,026 

ト 建 設 仮 勘 定 725,233,942 

45,081,999,229 

　

イ 電 話 加 入 権 1,944,000 

ロ 地 上 権 1,325,520 

ハ 施 設 利 用 権 2,614,263,504 

2,617,533,024 

47,699,532,253 

2

41,707,201 

70,566,718 

△ 656,941 69,909,777 

0 

0 

111,616,978 

47,811,149,231 

４　 令和７年度多賀城市下水道事業貸借対照表〔消費税等抜き〕

（令和８年３月３１日）

資産の部

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

(2) 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

(2) 未 収 金

貸 倒 引 当 金

(3) 前 払 費 用

(4) そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計



3

イ　建設改良費等の財源に 10,431,011,346

ロ その他の企業債 4,400,000

10,435,411,346

10,435,411,346

4

イ  建設改良費等の財源に 1,210,904,836

ロ  その他の企業債 8,196,000

1,219,100,836

9,660,195

イ 　賞与引当金 9,699,000

ロ 　法定福利費引当金 1,913,000

11,612,000

43,351,766

0

1,283,724,797

5

38,336,517,842

△ 6,860,484,946

31,476,032,896

43,195,169,039

6

1,936,967,102 

642,252,244 

477,493,305 

3,056,712,651 

7

イ 0 

ロ 負担金（土地分） 0 

ハ 601,113,447 

ニ 381,098,534 

982,211,981 

イ 減 債 積 立 金 0 

ロ 建 設 改 良 積 立 金 0 

ハ 当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金 577,055,560 

577,055,560 

1,559,267,541 

4,615,980,192 

47,811,149,231 

負債の部
固 定 負 債

(1) 企 業 債

充てるための企業債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

(1) 企 業 債

 充てるための企業債

企 業 債 合 計

(2) 未 払 金

(3) 引 当 金

引 当 金 合 計

(4) 預 り 金

(5) そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資本の部
資 本 金

(1) 固 有 資 本 金

(2) 組 入 資 本 金

(3) 繰 入 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

受贈財産評価額（土地分）

国庫補助金（土地分）

その他資本剰余金（土地分）

資 本 剰 余 金 合 計

(2) 利 益 剰 余 金



注記 
Ⅰ．重要な会計方針 

  地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

１ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

・減価償却の方法   定額法による。 

・主な耐用年数 

建物        １５年～５０年 

構築物       ５０年 

機械及び装置    １５年～２０年 

工具器具及び備品   ５年～１５年 

(2) 無形固定資産 

・減価償却の方法   定額法による。 

・主な耐用年数 

施設利用権     ４５年 

 

２ 引当金の計上方法 

(1) 退職給付引当金 

職員の退職手当は、宮城県市町村職員退職手当組合に負担金を拠出した以降の

追加的な費用負担は一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職

給付引当金は計上していない。 

(2) 賞与引当金等 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びに期末手当及び勤勉手当に係る法定福

利費の支出に備えるため、年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額を計上している。 

(3) 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収可能額を検

討し、回収不能見込額を計上している。 

 

３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．貸借対照表関連 

企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 

１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は

８，４０２，９０３千円である。 

 

Ⅲ．セグメント情報 

１ 報告セグメントの概要 

下水道事業会計は、一般会計からの繰入金を収入の基礎とする「雨水事業」と、



下水道使用料を収入の基礎とする「汚水事業」の２つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントの事業の内容は、以下のとおりである。 

セグメント区分 事業の内容 

雨水事業 
雨水の排除による浸水の防除を目的とした事業で、主に一般会

計からの繰入金によって賄われている。 

汚水事業 
汚水の処理による公衆衛生の向上及び公共水域の水質の保全を

目的とした事業で、主に下水道使用料によって賄われている。 

 

２ 報告セグメントごとの営業収益等〔消費税等抜き〕 

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日）            （単位：円） 

 項  目 雨水事業 汚水事業 合計 

営業収益 1,152,162,033 731,448,630 1,883,610,663 

営業費用 1,465,892,669 1,140,309,573 2,606,202,242 

営業損益 △313,730,636 △408,860,943 △722,591,579 

営業外収益 805,026,818 356,824,935 1,161,851,753 

営業外費用 82,465,501 32,637,151 115,102,652 

経常損益 408,830,681 △84,673,159 324,157,522 

特別利益 0 0 0 

特別損失 0 34,903 34,903 

当年度純利益 408,830,681 △84,708,062 324,122,619 

セグメント資産 34,703,340,742 13,107,808,489 47,811,149,231 

セグメント負債 32,175,520,757 11,019,648,282 43,195,169,039 

その他の項目    

  一般会計繰入金 1,210,944,811 129,652,136 1,340,596,947 

 （うち基準内繰入金） 1,210,944,811 124,625,959 1,335,570,770 

 （うち基準外繰入金） 0 5,026,177 5,026,177 

 減価償却費 1,181,284,092 674,596,481 1,855,880,573 

 長期前受金戻入 786,253,151 320,071,584 1,106,324,735 

 

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産 

 リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

 

Ⅴ．その他の注記 

 受益者分担金及び受益者負担金の経理方法 

資本的収入の受益者分担金及び受益者負担金は、貸借対照表上の繰延収益・長期前

受金を構成することから、現金主義を採用し収納時に調定を行っている。（地方公営

企業法施行令第９条第６項） 


